
（27年度から労災保険率・労務費率を改定）
一般54業種中23業種で保険率引下げに／（25
年度・石綿被害の補償状況）労災認定は前年
度とほぼ同水準の1084件／（26年11月・労
働経済動向調査結果）正社員等の雇用は23年
８月から14期連続不足状態／（求職者支援訓
練の就職状況）コース別の就職率は「基礎」
83.4％、「実践」84.2％に／ほか
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人事異動の法律ルールと実務Ｑ＆Ａ── ６新実務シリーズ
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夫） ─ 46●わたしの監督雑感　山形・庄内労働基準
監督署次長　石山裕之 ─ 54●今月の資料室 ─ 56
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ビジネスセミナー「労働塾」のご案内http://rouki.chosakai.ne.jp/
バックナンバーが閲覧できます!!
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使用者の人事異動命令の有効・無効等の判断基準は、制定法としては、育児・介護休業法第26条（労働者の配置に関する配
慮）、男女雇用機会均等法第６条（性別を理由とする差別の禁止）などわずかな規定があるのみで、そのほとんどが裁判例に
ゆだねられている。そのため、労使が人事異動の法的ルールを正確に理解し実務に生かすことがむずかしくなっている。本シ
リーズでは、使用者が適法・有効に人事異動を行い、労働者が人事異動命令に従うための判断基準とその理由について、Ｑ＆
Ａ形式でわかりやすく解説する。第１回は、人事異動の種類や実施手順について。

第１回・人事異動の共通知識①　～人事異動の種類・実施手順～

人事異動の有効・無効等の判断基準は
その多くが裁判例にゆだねられている

（労務コンサルタント・布施直春）
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まずは合意退職を念頭に退職勧奨を
解雇するなら経済的損害を明確に
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（編集部）

障害者が80種類以上の業務に従事し
企業の生産性向上に寄与する事例発表が
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年次有給休暇制度の

解説とＱ＆Ａ
要約

　行政解釈や判例に沿って、制度の基本的な解説を加えるとともに、年次

有給休暇をめぐる実務的な疑問や留意点などを115のＱ＆Ａで詳しく解説。

年次有給休暇に関する行政通達をくまなく掲載しているのは本書だけ。

　改訂５版は、新しい裁判例・行政通達のほか、実務で使えるＱ＆Ａをさ

らに追加。

第１章　年次有給休暇法制の概要
第２章　年次有給休暇制度をめぐるＱ＆Ａ
　１　年次有給休暇の権利の性格に関するＱ＆Ａ（12問）
　２　年次有給休暇の付与要件に関するＱ＆Ａ（27問）
　３　年次有給休暇の与え方に関するＱ＆Ａ（53問）
　４　年次有給休暇日の賃金に関するＱ＆Ａ（10問）
　５　年次有給休暇の時効と権利の消滅に関するＱ＆Ａ

（12問）
　６　その他のＱ＆Ａ（１問）

※上記は税込み価格です

労働調査会出版局　編
A5判／204頁／定価（本体価格1600円＋税）

★お近くの書店、または下記フリーFAX、労働調査会ホームページよりお申し込みください

年次有給休暇の実務で実際に起こり得る問題をわかりやすく解説！

改訂５版


